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講習受講にあたっての注意事項

・講習中は常にカメラはONとし、発言時を除きマイクは
OFFとするようお願いします。

・講習中は、常時顔（全体）が確認できるようお願い
します。

・発言する場合は、挙手ボタンを押下の上、試験
官から指定後、発言をお願いします。

注意事項を遵守のうえ、円滑講習の実施にご協
力をお願いします。

操縦技能審査員定期講習
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操縦技能審査員定期講習

➢特定操縦技能審査に関する法令、規則、通達類
の最近の変更点

➢その他航空法関連法令、規則、通達類の変更点

➢事故事例等で、特定操縦技能審査を実施する上
で注意すべき事項とその対策

➢その他（お知らせ等）

注意：本資料は理解を容易にするため法令等の原文を要約しております、
必要に応じて法令等をご確認ください。

講 習 内 容
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特定操縦技能審査に関する
法令、規則、通達類の最近の変更点

操縦技能審査員定期講習
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操縦技能審査員定期講習

➢ 特定操縦技能審査に関係する航空法及び航空法施行規則に
ついては特に変更等ありません。

➢ 令和７年３月２８日付けで、以下の特定操縦技能審査に関
係する通達類について改正を行っています。

○特定操縦技能審査実施要領

○特定操縦技能審査実施細則

○特定操縦技能審査口述ガイダンス

＊いずれも適用は、令和７年４月1日付け
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操縦技能審査員定期講習

➢ 特定操縦技能審査実施要領の改正概要

・操縦技能審査員認定試験合格証等の再交付（新設）

操縦技能審査員に対して発行された証書類について再交付する場合の

手続きを新設

【対象の証書類】

操縦技能審査員認定試験合格証（第１号様式）

初任講習修了証（第４号様式）

定期講習修了証（第５の２号様式）

操縦技能審査員定期講習免除通知書（第５の４号様式）

・定期講習修了証様式の変更

定期講習受講時に都度、航空局職員が受講年月日等を記入してい

たところ、毎講習時に修了証を発行できるよう様式を変更

・その他所要の改正
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操縦技能審査員定期講習

定期講習修了証（様式）の変更

（旧） （新）

受講の都度、記入
今後、電子認証を付した上
で受講修了後メール等によ
り送付可能

参 考 資 料

●改正後、初めて
定期講習を受講し
新様式の定期講習
修了証を受領する
までは、旧様式の
定期講習修了証は
有効

●新様式を受領後
は、旧様式は廃棄
可能

●電子認証の実装
までは公印を押
印し発行します。

注意事項
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操縦技能審査員定期講習

➢特定操縦技能審査実施細則の改正概要

・別添１～４の特定操縦技能審査のチェックリストの変更

チェックリストを変更し、これまでの記述式からチェッ

ク式に様式を変更

・その他所要の変更
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現行様式（口述審査） 新様式（口述審査）

審査項目に対する判
定基準を記載

所見欄を設定し、理解
不足に対するフォロー
アップ内容を記載

チェック欄を設定し、
レ点により記入

口述ガイダンスから質問
事項を明確に記載

操縦技能審査員定期講習 参 考 資 料

各質問項目を簡素に記載。また、審査
において必ず確認する事項については
下線を記載し明確化を図る。
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現行様式（実技審査） 新様式（実技審査） 審査項目に対する
判定基準を記載

チェック欄を設
定し、レ点によ
り記入

所見欄を設定し、理解不
足に対するフォローアッ
プ内容を記載

操縦技能審査員定期講習 参 考 資 料
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操縦技能審査員定期講習

審査実施日及び被審査者並びに審査員
の氏名を記載

口述審査チェックリスト＜記入例＞

被審査者の安全講習会の受講の有無を
確認し、該当項目に を記入

被審査者に対し質問を行い、チェック
欄に を記入

被審査者に対し質問を行い、理解不足
に対するフォローアップを行った場合
はフォローアップ内容を記入

参 考 資 料
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操縦技能審査員定期講習

実技審査チェックリスト＜記入例＞

被審査者に実技を行わせ確認した結果
について、チェック欄に を記入

被審査者に実技を行わせ、確認した結
果、理解不足に対するフォローアップ
を行った場合はフォローアップ内容を
記入

参 考 資 料
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操縦技能審査員定期講習

➢ 特定操縦技能審査口述ガイダンスの主な改正概要

○項目「最近の変更点」の変更

・運輸安全委員会の勧告にかかる内容を追加

事例：ベル式412EP型にかかる航空事故

○項目「航空交通管制方式」の変更

・滑走路からの離着陸時の管制用語を追加（項目「最近の変更点」から移設のみ）

＊質問内容の変更無し

○項目「航空機用救命無線機等」の変更

・航空法施行規則第151条の改正に伴い法定救急用具にかかる質問事項について変更

〈各編共通〉
第１部1-1「最近の変更点」の変更
「３．運輸安全委員会の勧告について」の内容を追加

（１）ベル式412EP型にかかる航空事故 ←新規追加
（２）セスナ式172P型にかかる航空事故
・航空機用救命無線機等 ←変更

第２部1-2「一般知識」の変更
「２．航空交通管制方式」←「最近の変更点」移設
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操縦技能審査員定期講習

航空事故の概要（事故調査報告書から抜粋）

群馬県防災航空隊所属ベル式４１２ＥＰ型ＪＡ２００Ｇは、平成３０年８月１０日（金）、ぐ
んま県境稜線トレイルでの救助活動に備えた危険箇所の調査・確認のため、群馬県前橋市下阿
内町の群馬ヘリポートから離陸し、１０時０１分ごろ、群馬県吾妻郡中之条町横手山北東約２
ｋｍ付近の山の斜面に衝突した。

運輸安全委員会からの勧告（事故調査報告書から抜粋）

本事故において、同機が登山道の調査のため山岳地域を飛行中、雲の多い空域に進入して視界が悪化し地表を継続的に視認で
きなくなったことにより、機長が空間識失調に陥り機体の姿勢を維持するために適切な操縦を行えなくなったため、山の斜面
に衝突したものと考えられる。

視界が悪化して地表を継続的に視認できなくなったことについては、有視界気象状態を維持することが困難となる中で、引き
返しの判断が遅れ、飛行を継続したことによるものと考えられる。

消防防災、警察等の捜索救難活動を行う航空機の操縦士は、任務の特性上、気象状況が変化しやすく、かつ局所的な気象の予
測を行うことが困難な山岳地域を飛行することが多い。急激に天候が悪化した場合でも、空間識失調に陥らずに天候が悪化し
た空域から速やかに離脱するための適切な行動をとることが重要であり、このためには、空間識失調の危険性に関する理解を
深め、必要な場合は直ちに基本的な計器による飛行に切り替えるとともに、自動飛行装置を有している場合には適切に使用す
ること等の具体的な空間識失調予防策及び対処策を日頃から身につけておく必要があると考えられる。

このことから、当委員会は、本事故調査の結果を踏まえ、航空事故防止及び航空事故が発生した場合における被害の軽減のた
め、運輸安全委員会設置法第２６条第１項に基づき、国土交通大臣に対して、以下の施策を講じるよう勧告する。

国土交通省航空局は、捜索救難活動を行う航空機の操縦士に対し、空間識失調の危険性につい
て注意喚起するとともに、空間識失調に陥らないための具体的な予防策及び万一空間識失調に
陥った場合にその状況から離脱するための対処策について周知すること。

参 考
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操縦技能審査員定期講習

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000054.html

国土交通省航空局は、運輸安
全委員会からの勧告を受け、
空間識失調に関する注意事項
について、運航者団体あて注
意喚起を行った他、リーフ
レットを作成し広く周知を
行っています。

操縦技能審査員におかれては
事前調整の段階など可能な限
り特定操縦技能審査を実施す
る前に、受審者に対し、リー
フレットを入手するとともに
内容を十分に理解しておくよ
う依頼するとともに、審査終
了後のブリーフィングの機会
などにおいてリーフレットを
受審者に手交して同内容の十
分な理解を図るようお願いし
ます。

リーフレットは航空局HPより入手できます。

参 考 資 料

空間識失調に関するリーフレット
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操縦技能審査員定期講習

（新） （旧）

第151条
前条各項の規定により航空機に装備しなければならない救急
用具は、点検の内容、方法その他の事項に関し国土交通大臣
が定める技術的基準により点検しなければならない。

第151条
航空機に装備する救急用具は、次に掲げる期間ごとに点検し
なければならない。ただし、航空運送事業のように供する航
空機に装備するものあつては、当該航空運送事業者の整備規
定に定める期間とする。
１ 落下傘 60日
２ 非常信号灯、携帯灯及び防水携帯灯 60日
３ 救命胴衣、これに相当する救急用具及び救命ボート 180日
４ 救急箱 60日
５ 非常食糧 180日
６ 航空機用救命無線機 12月

航空法施行規則第151 条に規定されている救急用具のうち一部の救急用具（特定救急用具）について
は、同条に基づく定期点検のほかに規則第23 条の18 の規定による整備（点検を含む。）が重複して行わ
れているほか、その他の救急用具については、規則第151 条の点検を行うにあたって点検方法の定めは
なく、航空機の使用者により点検が行われている。
上記の実態に鑑み、今般、救急用具の点検に係る規定について適正化を図るため、規則第151 条が改

正されることとなった。（令和6年12月27日付け改正済み）

改正概要

国土交通大臣が定める
技術的基準

航空局サーキュラー「航空法第16条に
基づく整備・改造の実施について」
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その他航空法関連法令、規則、通達類
の変更点
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操縦技能審査員定期講習

➢ その他航空法及び航空法施行規則については以下のとおり

改正を行っています。

○航空法等の一部を改正する法律

○航空法施行規則等の一部を改正する省令

○航空法に基づく登録訓練機関に関する省令

➢ その他通達について以下のとおり改正を行っています。

○教育訓練に関するガイドライン

○航空機乗組員に使用する医薬品の取扱いに関する指針
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○ 令和６年１月２日に羽田空港において航空機衝突事故が発生。
○ 滑走路上における航空機等の衝突防止に向け、羽田空港航空機衝突事故

対策検討委員会において、「中間取りまとめ」を公表。
➣ 滑走路誤進入防止等の航空の安全の確保に関する措置を迅速に講じ
る必要がある。

背景・必要性

羽田空港航空機衝突事故を踏まえた航空の安全の確保に関する措置 【航空法】

① 空港における滑走路の安全対策の強化

⚫空港設置者が遵守すべき機能確保基準に「滑走路誤進入防止措置に関する事項」を追加し、空港におけ

る航空機や車両の滑走路誤進入を防止するための安全対策の強化を図る。

② 操縦者へのCRM訓練（※）（クルー・リソース・マネジメント訓練）の義務付け 

⚫頻繁に離着陸が行われる、航空交通管制圏に係る空港等において離着陸を行う操縦者は、国土

交通大臣の登録を受けた者が行う技能発揮訓練(CRM訓練)を修了していなければならないことと

する。 (※) ヒューマンエラーの発生を防止するためのパイロット間のコミュニケーション等を向上させる訓練。

羽田空港における
航空機衝突事故

●航空法等の一部を改正する法律（令和７年法律第55号）

法律の概要

操縦技能審査員定期講習
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航空法等の一部を改正する法律（令和７年法律第55号）を踏まえ、航空法施行規則に、①空港における滑走路の安全対策
の強化に係る事項、②CRM訓練について省令に委任された事項を追加する改正を行った。

施行日：令和７年12月１日
 ただし、１．③の規定については令和８年３月30日まで

２．の規定については改正法関係条文が施行となる日（令和10年
６月５日を超えない別途政令で定める日）まで適用除外

２．CRM訓練※３に係る省令委任事項

改正航空法により義務化される操縦士のCRM訓練につ
いて、以下の規定等を追加する。

①同等訓練の要件

登録訓練機関が行う訓練と同等以上の内容を有する
訓練※４として、エアラインのCRM訓練等を規定（第162

条の19）

②技能発揮訓練の有効期間

航空交通管制圏に係る空港等で離着陸等を行う際、
当該行為を行う日前２年以内に技能発揮訓練を修了
していなければならないことを規定（第162条の20）

③修了証明書の携帯義務が免除される場合

修了証明書の携帯義務が免除される場合として、エアラ
インのパイロットがエアライン機に乗り組む場合等を規定
（第162条の22）

※３CRM（Crew Resource Management）訓練：ヒューマンエラーの発
生を防止するためのパイロット間のコミュニケーション等を向上させる訓練

※４当該訓練を受けることで登録訓練機関による訓練を免除

①滑走路安全行動計画の策定及び滑走路安全チームの設置

②滑走路状態表示灯(RWSL)等の適切な運用の確保

・ ①の「滑走路誤進入防止のための施設の維持管理及び改修」として、
RWSL、飛行場標識施設等の適切な維持管理及び改修を実施

③滑走路進入車両に対する位置情報等送信機の搭載

・ 主要空港※２において、滑走路に進入する車両の所有者に対し位置情報
等送信機を搭載させることを追加（第92条第16号）

④グランドハンドリング事業者に対する安全監督体制の強化

・ 国土交通大臣が定める指針に従い、滑走路誤進入防止のための施設の
維持管理及び改修を行うこと並びに関係者との連携体制を整備することを
追加（第92条第４号）

・ 「国土交通大臣が定める指針」として、「滑走路の安全確保に関する指
針」を策定し、必要な措置を具体化・明文化

・ 「関係者との連携体制」として、主要空港※２に滑走路安全チームを設置

・ グランドハンドリング事業者に対して事故等の防止措置の実施及び国によ
る調査に協力させることを追加（第92条第17号）

・ 事故等防止のための協議会の設置を追加（第92条第18号）

※１民活空港運営法施行規則において航空法施行規則第92条各号を引用している部分について、
同条の号の新設に伴う改正を併せて実施

※２主要空港：新千歳、成田、羽田、中部、大阪、関西、福岡、那覇空港

１．空港における滑走路の安全対策の強化

空港の設置者が遵守すべき機能確保基準に、以下の規定を追加する※１。

●航空法施行規則等の一部改正

操縦技能審査員定期講習
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施策の概要
航空交通管制圏

頻繁に航空機の
離着陸が行われる

＝

※2 国際標準に基づき、エアライ
ンには2000年よりCRM訓練
の実施を義務付け済み。今般
の措置はエアライン以外のパ
イロットが対象。

施行日：令和７年12月１日

航空法等の一部を改正する法律により導入される、頻繁に離着陸が行われる空港等（航空交通管制圏に係る空港等）において離着
陸を行う操縦者に対する技能発揮訓練(CRM訓練※1 ）の義務付けに関し、国の登録を受け当該訓練を担う「登録訓練機関」に係る制
度を整備すべく、 「航空法に基づく登録訓練機関に関する省令」を新たに制定した。
※1 Crew Resource Management訓練の略で、ヒューマンエラーの発生を防止するためのパイロット間のコミュニケーション等を向上させる訓練。

制定された省令（登録訓練機関関係）の主な内容

①登録の手続き

・登録訓練機関の登録について申請を行う際の提出書

類、添付書類等。

②講師の要件

・登録訓練機関の講師になるために必要な要件。

（３年以内に航空交通管制圏に係る空港で２回以上

の離着陸など）

③訓練事務の実施基準

・登録訓練機関が行う訓練時間。（３時間以上）
・登録訓練機関における訓練実施基準。（訓練の内容・方法が告示で
定める基準に適合していること、講師等に対する告示で定める基準に適
合する研修の実施等）
・修了証明書の交付後、大臣への報告期限（２週間以内）

④訓練事務規程の内容

・訓練事務規程に定めるべき内容。（受講申請に関する事項、訓練の

料金、訓練の実施方法、教材の名称、管理者の氏名・経歴 等）

（第３条）

（第４条）

（第９条）

（第10条）

・ パイロットのヒューマンエラーによる滑走路誤進入等の危険な事態の発生を防ぐため、全てのパイロット※2に
技能発揮訓練（CRM訓練）の修了を義務付け。

・ 具体的には、航空交通管制圏に係る空港等で離着陸を行うパイロットに対して、
① 国の登録を受けた登録訓練機関の行う技能発揮訓練の定期的な修了
② 登録訓練機関の発行する訓練修了証の携帯を求めることとする。

●航空法に基づく登録訓練機関に関する省令

操縦技能審査員定期講習 参 考
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2025年 2026年 2027年 2028年
6月 ～ 10月 11月 12月 1月 2月 3月 ～ ～ ～ ～ 6月 ～

登録訓練機関の登録

CRM訓練（技能発揮訓練）関係の今後のスケジュール

＜12/1＞
改正法施行

省令・告示・通達
施行

○ 登録訓練機関関連の規定は2025年12月1日に施行。
○ 訓練の義務化に関する規定は、法律の公布の日から３年を超えない日（2028年6月5日）までに
施行予定。

＜6/6＞
改正法公布

＜STEP１：登録訓練機関の登録開始＞
（時期）2025年12月1日
（内容）
省令：登録の手続き、訓練の実施間隔、

最低訓練時間、講師要件等
告示：訓練手法、訓練内容等
通達：登録の手続きの詳細等

＜STEP２：訓練の適用開始＞
（時期）法律の公布から3年以内
（内容）航空交通管制圏に係る空港等に

おいて離着陸等に係る操縦及び
操縦練習等の監督を行うにあたり
技能発揮訓練修了が義務化

操縦技能審査員定期講習 参 考

CRM訓練（技能発揮訓練）関係については、ホームページにも
関連情報がありますので、必要に応じご確認下さい。
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CRM訓練（技能発揮訓練）について

航空機の操縦に従事するのに必要な知識及び能力

ノンテクニカル・スキル

○ 「ノンテクニカル・スキル」も、実地試験の際にパイロットが備えるべき「航空機の操縦に従事するのに必要
な知識及び能力」の一部。

○ 実地試験の際に、当該操縦者が最低限度のものを有していることを確認しているが、混雑空港の離着陸
等のヒューマンエラーが発生しやすい状況では、「ノンテクニカル・スキル」の確実な発揮が必要。

ノンテクニカル・スキルを実運航中に適切に発揮するために継続した訓練が必要 ＝ CRM訓練

ワークロード管理
プランニング
優先順位付け
業務の割り振り

状況認識
警戒心の維持

状況のモニターと共有
状況からの予測 意思決定

解決策の選択
適切な意思決定

決定・行動のレビュー

コミュニケーション
適切な意思疎通
計画と認識の共有
安全への主張・質問

チーム・ビルディング
チームの雰囲気づくり

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ･ﾌｫﾛﾜｰｼｯﾌﾟの発揮
意見相違の解消

テクニカル・スキル
（操縦技能）

※ 操縦技能の維持については、「特定操縦技能審査」
（法第71条の3）により担保

一人乗り機パイロットにも求められる能力

参 考
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H2.6.29 教育訓練に関するガイドラインの制定

背景

H29.8.14 奈良県山添村墜落事故（事故調査報告書より）
個人運航 ソカタ式TBM700型機が飛行中に制御を喪失した状態となったため、旋回しつつ急降下し、空中分解し
て墜落したものと推定される。
同機が飛行中に制御を喪失した状態となったことについては、機長が同機の操縦に必要な知識及び技能を有して
いなかったため、適切な操縦操作が行えなかった可能性が考えられる。

概要

R2.10.1「技能証明に付された限定と同一の種類及び等級であって、操縦経験のない型式の航空機を操縦しようと
する場合等の教育訓練に関するガイドライン」を施行（飛行機を新たに追加）

既存のガイドライン回転翼：H7.9.29空乗第2090号、滑空機：H18.6.23空乗第86号は上記に統合されたため廃止
※操縦技能審査員に対し教育訓練の実施記録の確認を依頼（事務連絡）

操縦技能審査員定期講習
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• 目的

操縦経験のない型式の航空機を操縦しようとする場

合等において、教育訓練ガイドラインに基づく教育訓

練の適切な実施を促す。

• 操縦技能審査員への依頼事項

被審査者に対し確認する事項

①前回の特定操縦技能審査以降（※）において、操縦

経験のない型式の航空機の操縦及び経験のない発航

方法による滑空機の操縦の有無、教育訓練ガイドラ

インに従った教育訓練及び学習の実施状況の聞き取り

※教育訓練ガイドライン施行日（R2.10.1）以降に限る。

②航空機乗組員飛行日誌により、操縦経験のない型式の

航空機の操縦及び経験のない発航方法による滑空機の

操縦の実施状況並びに教育訓練ガイドラインに従った

教育訓練及び学習の実施記録の確認

③確認の結果、教育訓練ガイドラインに従った教育訓練

及び学習が実施されていなかった場合

・被審査者に速やかに教育訓練及び学習を実施するよ

う伝える。

・右記様式により「特定操縦技能審査結果報告書」と

ともに地方航空局運航課に提出する。

操縦技能審査員への依頼（R４.４.１事務連絡）

操縦技能審査員定期講習
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令和5年7月21日に航空機乗組員の使用する医薬品の取扱いに関する指針が改正

されました。

  今般変更箇所は医薬品使用に関する運用指針で分類された４グループのうち

Ｂ、Ｃ及びＤの３つの分類グループに該当する医薬品になります。

新設の項目（※一部抜粋）
○ 注射薬の使用、献血等
・皮下注射：減感作療法の継続治療時は４時間、他は予防接種含め２４時間は

航空業務を行ってはならない。
・筋肉注射：２４時間は航空業務を行ってはならない。

（新型コロナワクチンは４８時間）
・静脈注射：２４時間は航空業務を行ってはならない。
・点滴、献血：２４時間は航空業務を行ってはならない。

その他、漢方薬含む一部医薬品に関しても投与間隔や航空業務に従事するまでの

間隔等が新たに設定されました。 ※ 国空安政第796号 令和5年8月21日から適用

航空機乗組員の使用する医薬品の取扱いに関する指針

操縦技能審査員定期講習
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事故事例等で、特定操縦技能審査を実
施する上で注意すべき事項とその対策

操縦技能審査員定期講習
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操縦技能審査員定期講習

羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会中間取りまとめの概要

参 考
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操縦技能審査員定期講習

〇令和６年６月に公表された羽田空港航空機衝突事故対策検討委員会の中間取
りまとめにおいて、「ATCコミュニケーションハンドブック」（平成23年３月策定）の改
訂と更なる活用についても提言されました。
〇これを受け、令和７年６月、国土交通省、航空交通管制協会及び日本航空機操
縦士協会において、近年の滑走路誤進入事案を踏まえた留意点やケーススタディ
も盛り込む形で改訂を行ないました。

ATC コミュニケーションハンドブックは、以下の URL から
入手可能です。

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk1_000028.html

●滑走路進入に係る管制用語に係る記載を追加
● 離陸順序に関する情報提供（No.1 等）を行う際の留意点を追加
● 自家用機等の操縦者が管制交信を行う際の留意点を追加 
● 管制交信におけるヒューマンエラーの要因と対策を解説した
ケーススタディを充実

《改訂のポイント》
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運輸安全委員会が公表した羽田事故に係る経過報告を受けての対応

令和６年12月25日、運輸安全委員会は、令和６年１月２日に羽田空港において発生した海上保安庁機及び日本航空機
による衝突事故に係る航空事故調査について、経過報告を公表した。

• 航空機の安全な運航に必要な業務を除き、運航の重要な段階においていかなる業務も要求してはならず、また、いかなる運航乗務員もそれらの業務を実施してはならない。運航の重要な段階に
おいて、安全とは関係ない目的で乗務員の行動を妨げたり、行動を妨げる可能性のある行為を行ってはならず、また、機長は、運航乗務員がそのような行為を行うことを許可してはならない。食
事、コックピット内での不必要な会話、客室乗務員との不必要な通信、運航に直接関係のない書類の確認などは、航空機の安全な運航に必要ない。

• 「運航の重要な段階」とは、地上でのタキシング、離陸、着陸を含む全ての地上操作及び巡航飛行を除く10,000フィート未満で行われる全ての操縦操作をいう。
• 会社が要求する連絡、乗客へのアナウンス等は、航空機の安全な運航には必要ない。
• 運航乗務員は、航空機の運航に直接関連する目的、又は緊急時、安全関連等の通信を目的とする場合を除き、運航中は個人用の携帯機器又はPCを使用してはならない。

地上走行、離陸、離陸上昇、最終進入及
び着陸時は、操縦者のワークロードが増
大するフェーズであり、操縦者は安全業
務に専念する必要があることから、
ICAOマニュアルやFAA等が定めている
「ステライル・コックピット」ルールを
参考に安全確保を図ることをセミナー等
を通じて周知。

航空局の対応

（参考）
FAR §121.542 Flight crewmember duties.

＜ステライル・コックピット」ルール（参考）＞

• 緊急な事態及び運航の安全のために
必要とする場合を除き、操縦室への連
絡は最小限とする。

• 他の操縦士や関係者が搭乗する場合
は、操縦士の注意力・集中力を阻害す
るような行動や不必要な会話は慎む。

（出典：運輸安全委員会HP）

操縦技能審査員定期講習
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１．事故の概要及び推定原因
（令和６年10月31日 事故調査報告書公表）
発生日：令和５年６月16日
発生場所：那覇空港
概 要：当該航空機は、那覇空港のエプロン上において、出発のためエンジン

の機能点検を行っていたところ、第１（左側）エンジン付近から白煙
が出るとともに、同エンジンの火災の可能性を示す警報灯が点灯した
ため、機長は両エンジンを停止させた。
同機には機長１名が搭乗していたが、死傷はなかった。同機の第１

（左側）エンジンを格納するエンジンカウル内に火災の痕跡が確認さ
れた。

航空機製造者が定める最新のマニュアルに従って点検・整備することの必要性についてメールマガジンを発行したほ

か、上記以外の事故及び重大インシデントについて、主要６空港で開催した安全運航セミナー（令和６年10～11月）

において、事例、再発防止策等を説明し、注意喚起を図った。

本事故は、同機が出発のためエンジンの機能点検を行って
いたところ、左エンジンカウル内のタービン部と排気管の
結合部を固定するカップリングが損傷したため、排気管が
外れ、高温の排気ガスが噴出し、同結合部付近に取り付け
られている遮熱板、ホース及びエンジンカウルの一部が燃
焼したことにより火災が発生したものと推定される。
同カップリングが損傷したことについては、非正規部品の
カップリングが使用されていたことが関与した可能性が考
えられる。

ｙ

２．原因（事故調査報告書の概要）

４．国土交通省航空局による対応

３．再発防止策（事故調査報告書）

• 航空機の使用者は、製造者が定める最新版のマニュアルに従った
適切な点検・整備を行い、日常の点検において、通常とは異なる
変化等を確認した場合は、詳細な点検を行うなど適切に対応する
ことが重要。

• 耐空性基準への適合性が証明された正規部品を使用することが重
要。

• 国土交通省航空局が令和５年９月４日に発行した耐空性改善通報
（ＴＣＤ－10180－2023）に基づき同カップリングの定期交換
等を実施することは、同種事故の再発を防止するために必要。

※事故の詳細については、運輸安全委員会の
ホームページに掲載の事故調査報告書を参照。

損傷したカップリン
グ

セスナ式T303

航空事故事例

操縦技能審査員定期講習
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３．再発防止策（事故調査報告書）

２．運輸安全委員会による分析（事故調査報告書の概要）

４．国土交通省航空局による対応

１．事故の概要及び推定原因 （令和６年６月27日 事故調査報告書公表）

発生日：令和５年７月20日
発生場所：大阪府八尾市 八尾空港
概要：当該航空機は、連続離着陸訓練（教官ほか訓練生及び同乗者が各１名同乗）のため、訓練生

の操縦により八尾空港に進入し接地した際、バウンドを繰り返した後、教官の操縦により復行
した。 当日の飛行後の整備士による点検において、左側プロペラの各ブレード先端の損傷が発
見され、また、滑走路上に擦過痕が確認された。 

原因：同機が連続離着陸訓練の際、１度目の接地時にバウンドし、２度目に接地した際に、左に傾
いた状態で前脚から強く接地したため、左側プロペラを滑走路に接触させたものと考えられる。 
同機が、前脚から強く接地したことについては、滑走路進入端通過時に所定の速度とするため
の姿勢とパワーのコントロールが適切に行われず、接地時にバウンドするような状態となった
にもかかわらずゴーアラウンドせず着陸を継続したことによるものと考えられる。 

※事故の詳細については、運輸安全委員会の
ホームページに掲載の事故調査報告書を参照。

＜１度目の接地について＞
●同機は、１～４回目の訓練時に安定した進入ができていなかったことから、訓練生が実機の操縦に不慣れだった可能性が考えられる。（当
該事故は５回目の連続離着陸の際に発生。）

●教官は、状況に応じたパワーのコントロール及び接地時の姿勢のコントロールについて適切に教育するとともに、訓練生の練度に応じて適
切なアシストを行う必要がある。

＜２度目の接地について＞
●教官及び訓練生は着陸可能と判断し、着陸を継続したが、ゴーアラウンドポリシーに照らし合わせると、その判断は不適切であったものと
考えられる。

＜飛行前後の点検について＞
●（プロペラを滑走路面に接触させたことに気づかず、当日午後、同機は、他の訓練に使用されたが、）操縦士は、プロペラの各ブレードに

異常がないことを確実に点検するとともに、必要に応じて整備士に点検を依頼することが重要である。

同社は、所属操縦士に対して、ゴーアラウンドポリシーの遵守、及び飛行前後点検の際、外部点検の確実な実施を徹底するよう管理する
ことが必要であると考えられる。（同社は、必要な再発防止策を講じた。）

主要６空港で開催した安全運航セミナー（令和６年10～11月）において、事例、分析内容、再発防止策等を説明し、同様事例の
再発防止を図った。

テキストロン・アビエーション式Ｇ58 型

重大インシデント事例

操縦技能審査員定期講習

推定飛行経路
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国空航第420号 R1.6.18

小型航空機等の運航に係わる法令遵守及び安全優先の意識の徹底について
（R2.6.30特定操縦技能審査の操縦等可能期間の厳格な期限管理について）

操縦技能審査員定期講習

発生
年月日

概 要 処分内容

H29.8.14 ・奈良県山辺郡山添町の山林への墜落事故調査公表後、大阪航空局が
行った調査により、当該事故機長に対し行ったとされる特定操縦技能審
査において、実技審査を実施せずに合格と判定し、大阪航空局に虚偽の
審査結果の報告をしていたことが判明
・当該事故機長とは別の個人操縦士に対しても同様の報告を行っていた
ことが判明

・操縦技能審査員の認定取
り消し
（航空法第71条の３第4項）

H30.9.16 ・大分空港における胴体着陸事案の個人操縦士（操縦技能審査員自身）
が、航空身体検査証明の有効期間及び特定操縦技能審査の操縦等可能
期間のいずれも超過した状態で当該飛行を行っていたことが判明

（航空身体検査：88回、特定操縦技能審査：36回の飛行を実施）
・事案後、法違反の事実を報告せず審査員の認定を再取得

・航空業務停止60日
（航空法第30条）

・操縦技能審査員の認定取
り消し
（航空法第71条の３第4項）

国空航第3564号 R2.3.31

小型航空機等の運航に係わる法令遵守及び安全優先の意識の徹底について

特定操縦技能審査における不適切事項（行政処分）

法令遵守・安全優先の意識徹底を通知

32



➢ 技能審査のためのフライトを含め、全ての飛行計画上の機長は、
特定操縦技能審査の有効な方に限られます。

➢ 飛行経歴（ログブック）には特定操縦技能審査を受けた時間を機
長時間として記録できますが、ログブックの記載と飛行計画を混
同しないように注意して下さい。

➢ 不正確な飛行計画書の記載は、飛行計画の正確性・信頼性を損な
う他、適正な特定操縦技能審査の実施に疑義が生じますので、 審
査者・被審査者間で有効期限を確認した上で、誰が機長なのかを
明確にするよう心がけて下さい。被審査者が「特定操縦技能練習
の監督者」を必要とする場合は、操縦席に着座した「特定操縦技
能練習の監督者」が機長となります。

操縦技能審査員定期講習

事例その１
被審査者の操縦可能期間が満了していたにもかかわらず、当該
被審査者が飛行計画上の機長として記載されていた。

事例その２
審査員、被審査員のどちらでもない氏名の者が飛行計画上の機
長として記載されていた。（飛行計画上の搭乗する総人数は2名）

審査実施時の事例について 審査実績の確認のため、
運航実績と照合しております！
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その他（お知らせ等）

操縦技能審査員定期講習
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○ 小型航空機が就航する空港を中心に飛行検査機で撮影したアプローチの画像等を活用し、空港周辺の地形や
物標の視覚的な情報を航空局ホームページにより提供

○ 安全情報として、空港周辺の小型機操縦者向け注意喚起情報を掲載

〇 令和８年１月１日現在、計33空港の動画を公開しており、その他の空港についても順次公開を予定

ホームページ掲載

概要

①空港の表示方法

③飛行経路図+安全情報の提供

②空港周辺の視覚情報の提供

撮影空港、滑走路

【動画（最終進入経路）】

新たな動画を配信
詳細は次ページ

操縦技能審査員定期講習
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【飛行検査動画を活用した啓発動画の掲載】
近年、滑走路への誤進入が発生していることを踏まえ、複数の滑走路を有する新潟空港を対象に、飛行検査

機で撮影した地上走行の動画を編集し、滑走路の横断及び進入する際の外部監視等のポイントを視覚的に示した
安全啓発動画を作成し、航空局ホームページにより提供。他の空港についても、順次配信を予定。

動画の内容

注意が必要な滑走路手前の標識等 滑走路進入前に他の航空機の存在の確認

管制官とのやり取りの注意事項

○停止線から実際に見える風景を追加し、特に注意すべきポイントを枠で表示

地図上に、実際の走行場所を表示

操縦技能審査員定期講習
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特定操縦技能審査結果を提出する際に被審査者の同意を得
て電子メールアドレスを申請書の備考欄に記入し提出するよ
うお願いします。（平成２９年７月１日施行）

電子メールアドレスの提出連絡事項

xxx@xxx.xx.xx

【背景】
小型航空機等の事故が平成２７年は２０件を超えて発

生しており、自家用機を含む小型航空機の更なる安全対
策の構築及び推進が必要となっている。
今後、当局として電子メール等を活用し、操縦士へ直

接的な安全啓発や情報発信することで、小型航空機等の
安全対策を推進していくため。
（小型航空機等に係る安全推進委員会より）

操縦技能審査員定期講習
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報告書の書き方の注意事項

技能証明書に書かれている限定
事項について書いてください。
審査で使った型式を書く欄では
ないので注意！

「種類、等級、型式、国籍及び
登録記号」の全てを記載して
ください。
例：飛行機、陸上単発、C172、JA○○○○
回転翼航空機、LSP、R22、JA○○○○

など

要領では審査日から10日以内の提出
が求められています。航空局からの
修正依頼があった際はすみやかに修
正のうえ、提出いただくようご協力
お願いします。
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申請書の書き方の注意事項

申請書受領時に被審査者が必要な項目
を全て記載しているか確認してくださ
い。

技能証明の限定事項について記載があるか
確認をお願いします。
例1：自家用操縦士 飛行機 第A4○○○号

陸上単発、陸上多発（LS,LMでも可）

例2：事業用操縦士（回）第A3○○○号
LST、LMT、AS365、AW139

例3：自家用操縦士 滑空機第A4○○○号
HGC,MGO

審査に係る機体の等級、型式について記載
があるか、確認をお願いします。
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航空局へ問い合わせる前に・・・

特定操縦技能審査を行うにあたって、ホームページによくある問い合わせについて掲載しておりますので、
ぜひご活用ください。

テキスト

自動的に生成された説明

赤枠部分に関して、
 Ctrl ＋ クリックし
ていただければ

 リンク先にアクセス
できます。

「特定操縦技能審査」と検索

検索結果

スマートフォンからは以下
のQRコードよりアクセス
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https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwiN5pmn0oWTAxV5rlYBHWkYFPwQFnoECBkQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.mlit.go.jp%2Fkoku%2F15_bf_000178.html&usg=AOvVaw1UrzAGa8jRYb6iJHfTQa4J&opi=89978449


リンク集

件名 ＵＲＬ

小型航空機の操縦士向けの安全啓発動画について https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000048.html

よくある問い合わせ（特定操縦技能審査関係） https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000010.html

よくある問い合わせ（審査員向け） https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000012.html

リーフレット集 https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000014.html

東京航空局HP（特定操縦技能審査関係） https://www.cab.mlit.go.jp/tcab/info/info_others/post
_38.html

大阪航空局HP（特定操縦技能審査関係）
＊お知らせに随時掲載

https://www.cab.mlit.go.jp/wcab/news/info/

通達類 https://safetyp.cab.mlit.go.jp/circular_info_top/

通達類（特定操縦技能審査関係） https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000009.
html

ATCコミュニケーションハンドブック https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk1_000028.
html
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操縦技能審査員定期講習

本日の講習はこれにて終了です。

・講習終了後、効果測定とアンケート
を実施しますのでご回答頂けますよう
お願いします。なお、効果測定とアン
ケートはマイクロソフトのFormsを使用
して回答頂きます。
回答方法については受講案内のメール
にて記載しております。
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